
【単独】

２.　添 付 資 料

(１) 個別財務諸表等

①　 貸 借 対 照 表
（単位：百万円） (単位：百万円)

% %

Ⅰ

289 543 △ 254

※ 5 12 20 △ 8

※ 4 355 763 △ 408

※ 1 － 10 △ 10

※ 1 － 3,033 △ 3,033

19 21 △ 2

416 465 △ 49

769 625 144

※ 4 66 337 △ 271

85 71 14

※ 1 － 1,953 △ 1,953

26 166 △ 140

289 245 44

100 85 15

23 139 △ 116

－ 0 △ 0

4 1 3

△ 1 △ 10 9

2,457 8,473 △ 6,016

Ⅱ

3,521 2,757

583 2,938 515 2,241 697

25 25

14 10 13 11 △ 1

536 526

316 220 291 234 △ 14

161 161

140 21 137 23 △ 2

3,329 2,781 548

92 92 －

6,613 ) 5,385 ) 1,228

( 2 )

0 0 △ 0

0 0 △ 0

13 14 △ 1

14 ) 15 ) △ 1(0.1

(51.3 (27.9

(0.1無 形 固 定 資 産 合 計

商 標 権

ソ フ ト ウ ェ ア

施 設 利 用 権

土 地

2.

3.

工 具 ･ 器具 及び 備品

5.

6.

1.

有 形 固 定 資 産 合 計

1.

2.

14.

15.

16.

17.

18.

10.

11.

12.

13.

6.

7.

8.

9.

商 品

製 品

期　　　　別

科　　　　目

1.

2.

(　資　産　の　部　）

3.

4.

5.

当　　　　　期

平成14年3月31日現在 平成13年3月31日現在

販 売 用 不 動 産

金　　額 金　　額構成比 金　　額

増　  減前　　　　　期

構成比

1 )

無 形 固 定 資 産

機 械 及 び 装 置

山 林 立 木

減 価 償 却 累 計 額

4.

3.

(

有 価 証 券

売 掛 金

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

関係会社短期貸付金

未 収 入 金

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

建 物

固 定 資 産

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

19.1 43.8

1※

貸 倒 引 当 金

自 己 株 式

そ の 他

原 材 料

未 着 原 材 料

有 形 固 定 資 産

流 動 資 産 合 計

仕 掛 品

未 成 工 事 支 出 金

短 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

  1



【単独】

（単位：百万円） (単位：百万円)

( 3 ) % %

※1 345 455 △ 110

936 870 66

3 3 0

79 94 △ 15

1,280 1,315 △ 35

6 11 △ 5

1,020 1,152 △ 132

※1 － 1,354 △ 1,354

2 5 △ 3

76 86 △ 10

29 82 △ 53

91 97 △ 6

△ 66 △ 79 13

3,803 ) 5,449 ) △ 1,646

10,431 10,850 △ 419

Ⅲ

3 6 △ 3

3 6 0.0 △ 3

12,892 19,331 △ 6,439

13.

9.

10.

11.

12.

100.0

投資その他の資産合計

80.9固 定 資 産 合 計 56.2

100.0

繰 延 資 産 合 計

資 産 合 計

0.0

繰 延 資 産

1.

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他

6.

7.

8.

関 係 会 社 株 式

役員及び従業員に対す
る 長 期 貸 付 金

2.

3.

金　　額 金　　額構成比

新 株 発 行 費

投 資 有 価 証 券

長 期 未 収 入 金

長 期 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

役員従業員積立保険料

金　　額

増　  減
期　　　　別

科　　　　目 構成比

当　　　　　期

平成14年3月31日現在 平成13年3月31日現在

前　　　　　期

4.

5.

長 期 前 払 費 用

出 資 金

関係会社長期貸付金

(28.2

不 動 産 信 託 受 益 権

(29.5

貸 倒 引 当 金
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【単独】

% %

Ⅰ

－ 2,095 △ 2,095

※ 4 155 861 △ 706

※ 1 6,638 6,876 △ 238

※ 1 857 2,573 △ 1,716

※ 4 21 1,109 △ 1,088

2 4 △ 2

148 61 87

267 302 △ 35

15 11 4

54 59 △ 5

0 5 △ 5

2 54 △ 52

8,165 14,014 △ 5,849

Ⅱ

※ 1 1,975 2,450 △ 475

180 154 26

68 108 △ 40

2,224 2,713 △ 489

10,390 16,728 △ 6,338

Ⅰ ※ 2 2,904 2,904 -

Ⅱ － － 607 3.2 △ 607

Ⅲ

365 ) 908 ) △ 543

365 908 △ 543

Ⅳ △ 35 － △ 35

Ⅴ △ 0 － △ 0

2,502 2,603 △ 101

12,892 19,331 △ 6,439

－

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式 △ 0.0

1. 当 期 未 処 理 損 失

2.

資 本 準 備 金

退 職 給 付 引 当 金

資 本 金

12.

8.

9.

10.

2.

3.

(　資　本　の　部　）

6.

3.

固 定 負 債 合 計

7.

11.

1.

支 払 手 形

買 掛 金

賞 与 引 当 金

欠 損 金 合 計

長 期 借 入 金

負 債 合 計

そ の 他

流 動 負 債 合 計

期　　　　別

平成13年3月31日現在

前　　　　　期

科　　　　目

(　負　債　の　部　）

金　　額

流 動 負 債

1.

未 払 法 人 税 等

短 期 借 入 金

当　　　　　期

平成14年3月31日現在

構成比

4.

5.

一年以内返済の長期借入金

未 払 金

資 本 合 計

負 債 及 び 資 本 合 計

63.3

19.4

22.5

80.6

△ 2.8

△ 0.3

13.5

100.0

14.017.3

15.0

86.5

100.0

(△2.8

－

(△4.7

(単位：百万円)

金　　額

増　　減

金　　額構成比

△ 4.7

72.5

未 払 消 費 税 等

預 り 金

設 備 関 係 未 払 金

欠 損 金

未 払 費 用

固 定 負 債

そ の 他
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【単独】

②　損益計算書
（単位：百万円）

期　　別　

　科　　目 百分比 百分比 金　額 増減率
％ ％ ％

Ⅰ 　売上高 14,238 100.0 12,758 100.0 1,480 11.6

Ⅱ 　売上原価 11,809 82.9 10,072 78.9 1,737 17.3

売上総利益 2,428 17.1 2,686 21.1 △ 258 △ 9.6

Ⅲ 　販売費及び一般管理費

販売費 1,397 1,215

一般管理費 931 2,328 16.4 1,030 2,245 17.6 83 3.7

営業利益 100 0.7 440 3.5 △ 340 △ 77.3

Ⅳ 　営業外収益

受取利息 24 38

受取配当金 6 11

雑収入 39 70 0.5 63 113 0.9 △ 43 △ 38.0

Ⅴ 　営業外費用

支払利息 177 185

支払保証料 9 11

雑損失 15 202 1.4 16 213 1.7 △ 11 △ 5.2

経常利益又は経常損失(△) △ 32 △ 0.2 340 2.7 △ 372 －

Ⅵ 　特別利益

投資有価証券売却益 － 7

貸倒引当金戻入益 2 4

補助金受入益 174 177 1.2 － 11 0.1 166 1,453.5

Ⅶ 　特別損失

固定資産除却損 1 －

投資有価証券評価損 91 －

ゴルフ会員権整理損 － 105

関係会社整理損 － 93 0.7 3 108 0.9 △ 15 △ 14.2

税引前当期純利益 51 0.3 243 1.9 △ 192 △ 78.8

法人税、住民税及び事業税 1 4

法人税等調整額 114 116 0.8 138 142 1.1 △ 26 △ 18.7

当期純利益又は

当期純損失(△)

前期繰越損失 300 1,008 708

当期未処理損失 365 908 543

③　販売の状況(部門別売上高明細書)
（単位：百万円）

　項 目 ( 事 業 別 ) 構成比 構成比 金　額 増減率

％ ％ ％

57.9 67.2 △ 338 △ 3.9

6.6 7.9 △ 73 △ 7.2

35.5 24.9 1,891 59.6

100.0 100.0 1,480 11.6

トン トン △722ﾄﾝ △ 1.0
トン トン 615ﾄﾝ 0.8

△ 0.5 100

当　　　期

－△ 164△ 64

金　　額 金　　額

自　平成13年 4月 1日 自　平成12年 4月 1日

至　平成13年 3月31日

金　　額 金　　額

前　　　期

0.8

至　平成13年 3月31日

増      減
自　平成12年 4月 1日

増　　　減
前　　　期

74,901

75,035

75,516

8,578

1,010

3,169

12,758

75,757溶 糖 量

精 糖 販 売 量

当　　　期

8,240

937

5,060

14,238

自　平成13年 4月 1日
至　平成14年 3月31日

期　　別　

 4.

 3.

 1.

 3.

 1.

 3.

 1.

 2.

 2.

 1.

 2.

 1.

売
上
高

砂 糖 事 業

食 品 事 業

不 動 産 事 業

計

 2.

 2.

 3.

※3

※1

※5

※6

至　平成14年 3月31日

※1

※1･2

※3

※4
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【単独】

④ 損 失 処 理 案

Ⅰ 当期未処理損失 365 908

Ⅱ 損失処理額

資本準備金取崩額 － － 607

Ⅲ 次期繰越損失 300

（注）　記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

当期株主総会開催予定日

（単位：百万円）

前 期 株 主 総 会 承 認 日

（平成 14 年 6 月 27 日） （ 平成 13 年 6 月 28 日）

365

607
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【単独】⑤　重要な会計方針

自

至

1. 有価証券の評価基準 a 満期保有目的債券 償却原価法（定額法）

及び評価方法 b 子会社株式及び関連会社株式 総平均法による原価法

c その他有価証券

総平均法による原価法

2. たな卸資産の評価基準

及び評価方法

3. 固定資産の減価償却の 有形固定資産

方法 a 建物・構築物・機械及び装置 定額法

b 工具・器具及び備品 定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物  8～50年

　機械及び装置 13～16年

無形固定資産 定額法

額法を採用しております。

4. 繰延資産の処理方法

5. 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 処理しております。

6. 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

おります。

(2) 賞与引当金

(3) 退職給付引当金

づき計上しております。

なお、会計基準変更時差異（527百万円）は、15年による均等額を費用処理しております。

定額法により費用処理しております。

定額法により翌期から費用処理することとしております。

7. リース取引の処理方法

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

8. ヘッジ会計の方法 ① へッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。

ます。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

当期にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

　・ヘッジ手段 金利スワップ

　・ヘッジ対象 借入金

③ ヘッジ方針

おり、投機目的の取引は行わない方針であります。

④ヘッジの有効性評価の方法

しております。

⑤その他

おります。

9. その他財務諸表作成の ① 消費税等の会計処理

ための重要な事項 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

② 販売用不動産に係る支払利息の原価算入

利息を取得原価に算入しております。

当期算入額　　　　　　5 百万円

不動産開発事業に要した借入金の開発等の着手から完了までの正常な開発期間に係る支払

ております。ただし、特例処理によっている金利スクワップについては有効性の評価を省略

当社は、ヘッジ手段・対象に関する手続・権限等を定めた規定に基づき、取締役会にて取引

の決裁を行い､社内規程に基づき取引の内容の決定・実行・リスク管理を行っております。

リスク管理に当たっては､保有する取引内容及び取引の状況等を取締役会に報告を行って

期間全体のキャッシュ・フロー総額の変動額を比較する方法により、ヘッジ有効性を評価し

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による

数理計算上の差異はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

なお､特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理を採用しており

当社のヘッジ方針は、金利固定化により将来の金利リスクを軽減することを目的として

当              期

新株発行費の処理方法は､商法の規定する期間(３年間)に毎期均等額以上を償却しており

平 成 13 年 4 月 1 日

平 成 14 年 3 月 31 日

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年）に基づく定

商品、製品、原材料、仕掛品

決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部

資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）

時価のないもの   

時価のあるもの   

従業員に支給する賞与に充当するため､当期の負担すべき実際支給見込額を計上しております。

総平均法による原価法

ます。
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
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【単独】

(注）　追　加　情　報

自

至

1. 　その他有価証券のうち時価のあるものについては、当期より金融商品に係る会計基準（｢金融商品に係る

会計基準の設定に関する意見書｣（企業会計審議会　平成11年1月22日））を適用し、総平均法による原価

法から決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、

総平均法により算定）に変更しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、資産及び資本が 35百万円少なく計上されております。

2. 　前期まで流動資産に掲記しておりました｢自己株式｣は、財務諸表等規則の改正により当期より資本に対す

る控除項目として資本の部の末尾に表示しております。

当     　期　
平 成 13 年 4 月 1 日

平 成 14 年 3 月 31 日
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【単独】

(貸借対照表関係）

※1．担保に供している資産 ※1．担保に供している資産
2,488 10
3,025 1,662
101 1,083
5,615 2,102

2,753
203
1,354
9,169

担保設定の原因となる債務等 担保設定の原因となる債務等
(1) 200 (1) 930
(2) 538 (2) 2,502
(3) 1,798 (3) 1,954

2,536 5,386
(4) 10 (4) 10

※2． ※2．

発行済株式数は、54,560千株であります。

3． 偶　発　債　務 3． 偶　発　債　務

（一般）
不動産分譲提携ローン 15
(関係会社）
借入保証
ヨートーハウジング㈱ 227
㈱白樺湖ビューホテル 322

4,133
4,698

※4．関係会社に係る注記 ※4．関係会社に係る注記

会社に対するものは次のとおりであります。 会社に対するものは次のとおりであります。

売 掛 金 １９１ 売 掛 金 216
未着原材料 ６６ 未着原材料 337
買 掛 金 ９１ 買 掛 金 776
未 払 金 １８ 未 払 金 407

※5． ※5．

受取手形 2 百万円 受取手形 6 百万円

6． 当期中の発行済株式数の内訳
(増加） 第三者割当 8,800,000 株

139 円
70 円

7．

ております。
建物 759 百万円
土地 547

8．
てん補を行っております。

資本準備金 2 百万円
利益準備金 165
計 167

平成12年6月29日開催の定時株主総会において下記の欠損

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係

されていることから、自己の保証額を記載しております。

１株当たりの発行価格

従来、販売用不動産として保有しておりました下記の資産
当期から賃貸用資産に目的を変更し、有形固定資産へ振替

販売用不動産(流動資産)の固定資産への振替

１株当たりの資本組入額

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもっ
決済処理しております。なお、当期の末日は金融機関の休

摘　　要

下記の会社等の銀行借入等について債務保証を行っており

ます。

なお、上記太平洋製糖㈱の保証債務には複数の保証人が

注　　記　　事　　項

平成14年３月3１日現在

有 価 証 券
百万円

当　      期　 前　      期　

平成13年3月31日現在

百万円
建 物

計

投 資 有 価 証 券
建 物

土 地 販 売 用 不 動 産
未 成 工 事 支 出 金

土 地

授権株数は、180,000千株であります。ただし、定款の定め
より株式の消却が行われた場合には、会社が発行する株式

不 動 産 信 託 受 益 権

計

長 期 借 入 金

短 期 借 入 金
一年以内返済の長期借入金

借 入 金 計

宅地建物取引業法に基づく営業保証金

投 資 有 価 証 券

借 入 金 計

一年以内返済の長期借入金
短 期 借 入 金

宅地建物取引業法に基づく営業保証金

いて、これに相当する株式数を減ずることとなっておりま

長 期 借 入 金

(単位：百万円）

授権株数は、180,000千株であります。ただし、定款の定め
より株式の消却が行われた場合には、会社が発行する株式
いて、これに相当する株式数を減ずることとなっておりま

(単位：百万円）

下記の会社等の銀行借入等について債務保証を行っており

ます。

金　額摘　　要

計

百万円

㈱白樺湖ビューホテル

（一般）

借入保証
ヨートーハウジング㈱

ヨートー開発㈱

(関係会社）

であったため、次の満期手形が期末残高に含まれておりま

16 

57 
365 
263 

703 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係

不動産分譲提携ローン

発行済株式数は、54,560千株であります。

計

であったため、次の満期手形が期末残高に含まれておりま
決済処理しております。なお、当期の末日は金融機関の休

百万円

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもっ

いる連帯保証が含まれておりますが、それら連帯保証人の
支払能力が十分であること及び自己の負担割合が明記

太平洋製糖㈱

金　額
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【単独】

(損益計算書関係）

※1．関係会社との取引高は次のとおりであります。 ※1．関係会社との取引高は次のとおりであります。

345 279

7,978 8,648

46 29

25 2

4,319 3,068

1,264 1,367

20 30

※2. ※2.

一般管理費　　　　広告宣伝費 0 一般管理費　　　　広告宣伝費 0

　　　〃 　　　交際費 0 　　　〃 　　　交際費 0

　　　〃 　　　雑費 2 　　　〃 　　　雑費 1

　　　〃　 　　　その他 5 　　　〃　　　　その他 2

9 5

※3. (1) ※3. (1)

次のとおりであります。 次のとおりであります。

① 販売費 　　販売手数料 279 ① 販売費 　　販売手数料 254

　　輸送保管費 439 　　輸送保管費 401

　　販売促進費 678 　　販売促進費 560

② 一般管理費 　　従業員給料 263 ② 一般管理費　　従業員給料 264

　　賞与引当金繰入額 83 　　賞与引当金繰入額 90

　　減価償却費 12 　　減価償却費 14

(2) (2)

あります。 あります。

※4. 「補助金受入益」 174百万円は相武台前駅南口2丁目地区

優良建築物等整備事業補助金であります。

※5. 「固定資産除却損」の内訳は次のとおりであります。

百万円

機械及び装置 1

工具･器具及び備品 0

施設利用権 0

計 1

※6.

あります。

百万円

百万円

販売及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

計

関係会社整理損はヨートー開発㈱の整理諸経費で

一般管理費に含まれる研究開発費は、80百万円で

百万円

販売及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

他勘定振替高5百万円の内訳は、次のとおりであり

一般管理費に含まれる研究開発費は、80百万円で

商品売上高

製品売上高

原材料仕入高

百万円

百万円

百万円

他勘定振替高9百万円の内訳は、次のとおりであり

ます。

受取利息

製造経費（外注加工費）

原材料仕入高

製品売上高

不動産事業営業収入

商品仕入高

当　　　　　期

自  平成13年4月 1日

至  平成14年3月31日

商品売上高

前　　　　期

製造経費（外注加工費）

受取利息

自　平成12年4月 1日

至　平成13年3月31日

ます。

不動産事業営業収入

商品仕入高

計

  9



【単独】

（注)　リース取引関係

自 自

至 至

もの以外のファイナンス・リース取引 もの以外のファイナンス・リース取引

　　相当額及び期末残高相当額 　　相当額及び期末残高相当額

工具･器具 工具･器具
及び 備品 合 計 及び 備品 そ の 他 合 計

取 得 価 額 取 得 価 額

相 当 額 ６５ ６５ 相 当 額 ６８ １０ ７９

減 価 償 却 減 価 償 却

累 計 額 累 計 額

相 当 額 ４０ ４０ 相 当 額 ３０ １０ ４０

期 末 残 高 期 末 残 高

相 当 額 ２４ ２４ 相 当 額 ３８ ０ ３８

子込み法」により、算定しております。 子込み法」により、算定しております。

②　未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

1年以内 １３ 1年以内 １３

1年超 １１ 　　 1年超 ２４

　　　合計 ２４ 　　  合 計 ３８

③　支払リース料及び減価償却費相当額 ③　支払リース料及び減価償却費相当額

　　　支払リース料 １３ 　　　支払リース料 １６

　　　減価償却費相当額 １３ 　　　減価償却費相当額 １６

④　減価償却費相当額の算定方法　 ④　減価償却費相当額の算定方法　

　　定額法によっております。 　　定額法によっております。

（有価証券関係）

平 成 13 年 4 月 1 日

平 成 14 年 3 月 31 日

平 成 12 年 4 月 1 日

平 成 13 年 3 月 31 日

※ 前期(自平成12年４月１日　至平成13年３月31日）及び当期(自平成13年４月１日　至平成14年３月31日）における

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

① リース物件の取得価額相当額､減価償却累計額 ① リース物件の取得価額相当額､減価償却累計額

が低いため、財務諸表等規則第８条の６第２項の規定に が低いため、財務諸表等規則第８条の６第２項の規定に

基づき、「支払利子込み法」により、算定しております。 基づき、「支払利子込み法」により、算定しております。

なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資 なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資

産の期末残高等に占める末経過リース料期末残高の割合 産の期末残高等に占める末経過リース料期末残高の割合

(単位：百万円)

記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

前　      　期当　      　期

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める末経過リース料期末残高の割合が低いため、財

務諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づき,｢支払利

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める末経過リース料期末残高の割合が低いため、財

務諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づき,｢支払利
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【単独】

百万円 百万円

(繰延税金資産) （繰延税金資産）

 2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との  2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

    差異の原因となった主な項目別の内訳     差異の原因となった主な項目別の内訳

(税効果会計関係）

62

－ 75

1,184

前　　　　期当　　　　期

平成14年3月 31日現在

 1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

14

貸倒引当金損金算入限度超過額 1 24

法定実効税率 42.05%

(調整)

22.08%

5.70%

△2.05%

流動の部 固定の部

1,346

流動の部 固定の部

繰越欠損金 268

退職給与引当金損金算入限度超過額

賞与引当金損金算入限度超過額 －

その他 4

繰延税金資産小計 289

289 1,020

繰延税金資産合計 289 1,020

42.05%

その他

交際費等永久に損金に算入されない項目

受取配当金等永久に益金に算入されない項目

△2.60%

225.45%

160.27%評価性引当額

法定実効税率

住民税均等割等

評価性引当額 －

繰延税金資産合計

△326

11 －

退職給与引当金損金算入限度超過額 － 64

賞与引当金損金算入限度超過額

94 1,275

その他 134 28

繰越欠損金

245 1,396

評価性引当額 － △243

繰延税金資産小計

繰延税金資産（負債）の純額

245 1,152

245 1,152

評価性引当額 5.55%

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.59%

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.87%

その他 4.60%

58.68%

平成13年3月 31日現在

繰延税金資産(負債)の純額

税効果会計適用後の法人税等の負担率 税効果会計適用後の法人税等の負担率

 1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

貸倒引当金損金算入限度超過額 4 28

住民税均等割等 1.76%
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【単独】

Ⅶ 役 員 の 異 動（平成１４年６月２７日付予定）

１． 代表取締役の異動
わた　  　なべ　　    のり　   　つぐ

代 表 取 締 役
取 締 役 社 長

みぞ　  　ぐち　　    　  　  　とおる

代 表 取 締 役
取 締 役 社 長

２． 新任取締役候補
たか　　  　の　　　　あき　　　　ひろ

取 締 役 高 野 昭 博（ 現 当社営業本部副本部長兼砂糖部長）

ゆ　　　　もと　　　　　　　　　たかし

取 締 役 湯 本 隆（ 現 当社生産本部長）

さ　　さ　　き　　　　　　　　　たけし

取締役（非常勤 ) 佐 々 木 剛（ 現 丸紅株式会社 食糧砂糖部長）

やま　　　　にし　　　ひろ　　　　し

取締役（非常勤 ) 山 西 啓 士（ 現 丸紅株式会社 食料部門長補佐兼ＣＩＯ）

３． 新任監査役候補
あら　　　　かわ　　　けい　　　　　じ

監 査 役 （ 常 勤 ) 荒 川 惠 次（ 現 当社管理本部長付部長）

たつ　　　　ざわ　　　いち　　　　ろう

社外監査役（非常勤） 立 澤 一 郎（ 現 丸紅株式会社 食糧砂糖部長代理）

４． 退任予定取締役
うえ　　　　だ　　　　さだ　　　　ひろ

取 締 役 上 田 定 博（ 現

なか　　　　やま　　　とも　　　　ゆき

取 締 役 中 山 知 行（ 現 丸紅株式会社 執行役員）

まる　　　　やま　　　けい　　　　　じ

取 締 役 丸 山 惠 司（ 現 株式会社マルエツ 商品本部副本部長）

５． 退任予定監査役
さか　　　　もと　　　みつ　　　　まさ

監 査 役 （ 常 勤 ) 坂 本 光 正

さ　　さ　　き　　　　　　　　　たけし

社外監査役（非常勤） 佐 々 木 剛（ 現 丸紅株式会社 食糧砂糖部長）

※ なお、本異動につきましては、平成14年4月24日にＴＤnet、ＥＤ-ＮＥＴで開示しております。

溝 口 徹

ヨートーハウジング株式会社 代表取締役社長）

）

）

　　　　　　以　　上　

相 談 役

現 当 社 顧 問

現

（

（

渡 紀 次
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